
注目のキーワード「さくらレポート」
　3月中旬から4月にかけて日本列島は桜の見頃を迎えますが、経済の現場でも時期を同じくして、桜にちなんだ名称のレポートが注目を

集めます。日銀が公表する「さくらレポート」です。「さくらレポート」とは、2005年から導入され、日銀が四半期ごと（4月、7月、10月、1月）

に公表する、地域経済の景気動向をまとめた報告書のことです。正式名称は「地域経済報告」ですが、米国の地区連銀経済報告がその表

紙の色から「ベージュブック」と呼ばれていることを参考に、表紙を薄いピンク色にして、「さくらレポート」という呼称で公表を開始しまし

た。

　内容は、日銀の本支店が収集した情報をもとに、日本全国9地域（北海道、東北、北陸、関東甲信越、東海、近畿、中国、四国、九州・沖縄）

の経済金融情勢を分析・集約したものです。冒頭では、9地域の景気の総括判断と、3か月前からの変化が矢印で示されており、地域ごと

の景気動向を一目で把握できるのが特徴です。四半期ごとの支店長会議に合わせて発表されるこの報告書は、各地域の地元企業への丹

念なヒアリングに基づいた「現場の声」が反映されるため、GDPなどのマクロ統計（ハードデータ）だけでは捉えきれない経済の微細な変

化を察知する「先行指標」として、日銀の金融政策判断においても重要な役割を担っています。

　2026年4月分の注目ポイントは、まず今年の春闘で示された高い賃上げの勢いが、地方の中小企業までどの程度波及しているかとい

う点です。賃上げに対する企業のスタンスを確認することは、今後の内需の強さを占う試金石になります。また、緊迫する中東情勢を受け

たエネルギー価格の高騰が、地域の消費や企業の価格転嫁にどのような影響を及ぼしているかも、前回報告からの変化として注目ポイン

トになりそうです。「日本経済」という大きな枠組みでは実感が湧きにくい話題も、自分が暮らし、働く「地域の情報」として捉え直すと、身近

に感じられるかもしれません。さくらレポートに一度目を通してみて、ご自身の住む地域の景気は今どうなっているのか、チェックしてみて

はいかがでしょうか。

� （経済調査部　主席エコノミスト　阿原 健一郎）

　米国とイスラエルのイランへの軍事攻撃により、世界のマーケットは動揺している。イランは有数の原油生産国
であるばかりでなく、世界の原油需要の2割が通過するホルムズ海峡を事実上封鎖したことで、原油価格が高騰し
ているためだ。原油価格の上昇は、石油関連製品のみならず、化学肥料等を含めた化学製品、輸送コストの上昇な
ど、ありとあらゆるものの物価上昇に繋がると言っても過言ではない。海峡封鎖が長期化すれば、発電を含めた
様々な経済活動に支障を来しかねない。
　米国は産油国でもあるため、原油の供給面に不安はない。それでも、国際市場で取引されている原油価格が高
騰すれば景気には悪影響が及ぶ。この秋に中間選挙を控え、支持率が低迷しているトランプ大統領にとって、泥沼
化のリスクも指摘されているイランへの軍事行動は、大きな賭けと言っていい。米国の軍事行動の狙いは、核開発
や長距離弾道ミサイルの開発を恐れるイスラエルへの配慮との見方がある一方で、トランプ大統領の重要な支
持基盤として挙げられるキリスト教福音派の支持を固める目的との指摘もある。彼らは親イスラエルの信者が多
いとされている。
　民主主義国家においては、政治家が己の政治信条で国家運営を図ろうと思えば、まず選挙に勝たなければなら
ない。人気取りのあまり、ポピュリズム（大衆迎合主義）に陥って、合理的な政策が後回しになるリスクは常につきま
とう。とはいえ、票を固めるために軍事行動に踏み切ったなどということがあれば、それは大きな問題だろう。
　ところで、日本では2月に総選挙が行われ、与党が大勝して議席を大幅に増やすことに成功した。勝因の一つに、
大半の野党が掲げていた食料品にかかる消費税の軽減税率引き下げ（時限的な無税）を公約にしたことで、選挙
の争点潰しとなったことが挙げられている。物価高対策としての効果、財政悪化への懸念などが指摘される中で、
理に適った政策とするかどうかは今後の議論次第だ。 � （嶌峰 義清）
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